[bookmark: _GoBack]（様式２）　企画提案参加資格確認書

１　参加資格確認表（同種業務の実績を除く）
· 資格を有することを確認した欄に○を記入し提出すること。
· 単独参加の場合が「代表事業者」の欄のみ記入すれば良い。４者以上のグループの場合、適宜列を追加すること。
	項目
	区分
	代表事業者
	構成員１
	構成員２

	事業者名（略称可）
	－
	
	
	

	地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること
	全員必須
	
	
	

	静岡県の物品購入等または一般業務に係る競争入札参加資格を有する者であること※
	全員必須
	
	
	

	過去5年間に同種の業務を行った実績を有すること（①企画提案）
	グループ
	
	
	

	過去5年間に同種の業務を行った実績を有すること（②什器納入）
	グループ
	
	
	

	静岡県内に本社又は営業所等の事業拠点を有する者であること
	全員必須
	
	
	

	国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと
	全員必須
	
	
	

	静岡県公報「３ 参加資格」の(6)（暴排関係）に記載したものに該当しないこと
	全員必須
	
	
	


※競争入札参加資格を有することを証す書類の写しを添付すること

２　同種業務の実績
· 過去5年（平成30年度から令和4年度まで）の間に、官公庁を相手に同種の業務を行った実績を記載すること。
· 協力会社によるグループで参加する場合は、グループ全体で全ての実績を有していれば良い。
	項目
	働き方改革に繋がるオフィスリニューアルの提案、支援業務
（リニューアル規模が概ね職員数30名以上であること）
	オフィス什器の納入実績
（1件100万円以上であること）

	該当事業者名
	
	

	実施年度
	
	

	契約相手先
	
	

	契約金額
	
	

	業務概要
	
	


※本紙は参加資格を確認するものであり、受注者の審査には使用ないため、簡潔に記入すること。（詳細は別途企画提案書に記入）
※同種の業務を実施した実績を証す書類の写し（契約書等）を提出すること。
写しは、契約相手先、契約期間、契約金額、受注者名が分かる部分のみとすること。（書類全体の写しは不要）

